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（1） 工業化の観点から





出産品があり、何とか初期の技術導入 を支えることがで きたことと、特許制度の確立 と運 用に成功
したためであ ると考えられる。 特許制度開始以来日本人自身 による特許等の出願 も多 く、地方にお
いてもそれを実現する芽を育てる産業上の条件がある程度熟していたためである。
それと同様に、発展途上国においては、自国民が開発した知的所有権を元手にした産業 を発展さ
せることによって、先 進的な産業分野における技術導入を支 えてい く必要がある。近年 において は、
さ まざまな援助があり、国際的な金融制度 も発達し、先進国からの融資 も受けやすくなってはいる
が、借りた資金はいつかは返済しなければならず、国内土着産業の発展と近代化 への適応 は不可欠
であ る。
本研究は、このような日本の工業 化初期の状況 と現在の研究対象諸国における特許等の出願 の状
況を比較するとともに、各国のそれらの状況を分析することによって、工業化への過程におけるこ
れら諸国の特徴を把握することを期待したのである。 そのためには、産業分類 と国内地域別 の分析
が意味を持っており、産業分類 には国際特許中分類、地域分類には日本の都道府県に相当する地域
とし て各国 の州（省）、特別 市 を用い、地 方分散 度を求 め る指 標 とし てHHI 指標 （Herschman-HerfindahlIndex
） を使用することとした。(2
） 知的所有権制度の改革 と整備の観点から
ウルグアイラウンドやWIPO の協議 を経て成立したTRIP 協定、WTO の成立等により、これまで
知的所有権制度が未整備であった発展途上国では、1990 年代以降急速な制度の改革と整備が迫 られ
た。多 くの諸国で は制度の整備 を急速 に進めてはいるが、経験不足、データ不足、人材不足等のネッ
















行ってきた。インドネシアの繁栄 と発展のために、特に経済の発展の実現 を目指し て、1989 年11 月1
日に本格的な特許法が公布 され、1991年8 月1 日から施行 された。なお、1953年に制定された最初
の特許法はほとんど機能していなかった。 また、商標法は1992 年8 月28 日に公布 され、1993 年4 月1
日に施行された。最初の商標法 は1961 年に制定されていたが、これも先の特許法と同様 に機能して
いなかった。 これらの事情 は、独立直後には制度が実質的に機能していなかった空白の時期がしば
らくあったことを示している。
近年は、国際的 な条約の変化等、大幅 に環境 が変化したこと、 また変化の速度 も速 く、制度整備
への国際的圧力 も強いことから特許関連法規の改正作業 が続けられていた。 その過程で1997 年にパ
リ条約、ベルヌ条約、商標法条約、PCT 条約及びWIPO などに加盟している。
一方、1995年1 月1 日に発効したWTO/TRIPs 協定（知的財産権の貿易関連の側面に関する協定）
は、先進国のみならず発展途上国に対して も2000年1 月から知的財産権の法的整備の履行義務を発
生させた。 その主なものは特許法、意匠法、商標法の3 つであ る。 これらの法規については、1990
年代以降、それ以前に制定されていた法律に関する修正の作業が進み、国会でも審議が進められ、2000
年6 月の訪問時には承認・成立の目途が立ち始めていた。
しかし、意外と審議 に手間取り、特許法、商標法および著作権法の改正に先立ち、 まず2000 年12
月に「工業意匠法」、「営業秘密法」、「半導体集積回路配置法」が成立し、2001 年6 月に施行された。
その後、並行してWTO/TRIPs 協定の合意 に基づき提案された特許法、商標法、著作権法の一部改
正について も国会で審議が進み、特許法及び商標法については2001 年7 月2 日に公布・施行された。
大統領令（PresidentDecree ）、政省令（GovernmentRegulation ）については、法務本省、大統領
官房等で審議され、2001 年6 月14 日 に施行された。それに伴い、関係法律の所轄官庁であるインド
ネシア法務人権省知的財産権総局（DGIPR ）では国会での成立を見越して、2001 年6 月14 日から特
許代理人等から提出される出願書類の受付 が開始した。なお、これに先立 ち、2001 年1 月1 日から、
地方法務局 において も出願の受付を開始し ているとのことである。DGIPR
は、総局長以下、特許局、商標局、著作権局で構成 されており、1998 年の資料では特許審















































































































































承 認 却 下
特 許 簡 易 特 許 特 許 簡 易 特 許













































































合計 106 9,588 262 280 16 657 57 274
(資料出所) DGIPR （インドネシア法務省知的産権総局）年報2002
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受 理 登 録 却 下







































































表5 知的所有権侵害事件統計（1996-2002 ） 一インドネシア全土で摘発したもの一
91
年
捜 査 中 起 訴 済
合 計

























































合計 732 1.115 4 403 684 4 2.942
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